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１.  はじめに

　大地震時に大規模火災が発生する危険性の高い

木造住宅密集地域では，建物の不燃化促進が急務

である．しかし，むやみに家屋の不燃化を図って

も，延焼は不燃化した建物を回り込むように進展

するため，焼損被害の低減には結び付きにくい．

地域全体の焼損被害を低減させるためには，延焼

の要となる建物を不燃化することが重要である．

　阿部ら（2003）は，延焼経路を効果的に遮断可

能な建物の抽出を，延焼経路ネットワークを用い

たネットワーク問題として扱い，建物の整備優先

順位を定める手法を提案している．しかし，地域

全体の焼損被害を確実かつ効率的に低減させる建

物の抽出には課題を残している．

　本稿では，グラフ理論の分野で知られているモ

ジュラリティ最適化手法を用いて，延焼経路で密

に連結した建物群を検出し，検出した建物群間を

繋ぐ延焼経路を切断することで（要となる建物を

不燃化することで）焼損被害を効率的に低減す

る．また，複数の地域で延焼シミュレーションに

よる検証を行い，提案手法の妥当性を検証する．

２.　延焼ネットワークと延焼クラスター分割

　大規模な延焼を伴う市街地大火による建物焼損

被害は，出火した建物を含む延焼クラスター（火

災延焼で同時に焼損する建物の集塊）の大きさ

に依存する．本稿では，以下に示す手順に基づ

き，延焼クラスターを分割することで焼損被害の

低減を試みる．まず，延焼速度式（東京消防庁，

2001）に基づいて，延焼する可能性のある建物間

に有向リンクを設定する（3 章）．この仮想的に

設定した有向リンクの集合を延焼ネットワークと

呼ぶ．その上で，延焼ネットワークを構成するノー

ド（建物）の中から，延焼拡大の要となる建物
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図 1　延焼ネットワークの構成方法

図 2　延焼ネットワークの疎密の例
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どの建物を不燃化しても，火災

はその建物を回り込むようにし

て進展するため，延焼被害低減

には結び付きにくい．

密に連結した延焼ネットワーク

1 棟の不燃化によって，延焼ネッ

トワークを分断し，延焼クラス

ターを小さくすることができる．

疎な延焼ネットワーク

（以下，不燃化対象建物）を検出する（4 章）．こ

れらの建物を不燃化し，巨大な延焼クラスターを

複数の小さな延焼クラスターに分割することで，

建物焼損被害の低減が図れることを検証する（5

章）．

３.　延焼ネットワークの構成および単純化

3.1.   延焼ネットワークの構成方法

　延焼ネットワークの例を図 1(a) に示してある．

延焼ネットワークは，分析対象地域に含まれるす

べての建物について以下の条件を満足する建物を

探索し，該当する建物間にリンクを設定すること

で得られる．すなわち，①建物構造（耐火造・準

耐火造・防火木造・木造）種別から決まる「延焼

限界距離」の範囲内に存在し，②他の建物に遮蔽

されることなく直接火炎の影響が及ぶ建物ペア間

について有向リンクを設定する．実際に延焼する

か否かは，建物用途，加熱側の建物構造，受熱側

の建物構造のほか，両建物の空間的な位置関係，

風向・風速などにも依存するため，発災前には断

定できない．すなわち，延焼ネットワークは「延

焼する可能性のある建物間を網羅的に抽出した

ネットワーク」であるといえる．

3.2.   延焼ネットワークの単純化手法

　延焼ネットワークは上述したように非常に複雑

であり，これを直接用いて，延焼の要となるノー

ド（建物）を特定することは困難である．そこ

で，延焼過程に作用する条件を限定することで，

比較的単純な延焼ネットワークを構成する．ここ

では，図 1(c) に示した条件下で延焼ネットワー

クを再構成した（図 1(b)）．これにより，延焼ネッ

トワークが単純化され，延焼経路や密に連結した

建物群を明瞭に把握することができる．この時，

延焼ネットワークの単純化の条件によって，ネッ

トワーク形状は変化することに注意する．

４.　グラフ理論を応用した延焼クラスターの分

割手法

　建物同士が密な延焼ネットワークで連結され，

一塊となって存在する建物群については，どの建

物を不燃化してもその効果は限定的である．しか

し，建物群と建物群の間を繋ぐ延焼ネットワーク

が疎であれば，少数の建物を不燃化することで延

焼ネットワークを分断し，延焼クラスターを小さ

くすることができる（図 2）. すなわち，より密

接に結びついている複数の家屋群を抽出し，これ

らを分離すればよい．

　具体的には，まず，延焼ネットワーク内におい

て，相互に接続されているリンクの密度が高いグ

ループ（コミュニティ）を検出するため，モジュ

ラリティ Q の最大化を図る（図 3(a)）．ただし，

建物数が多いネットワークの場合には厳密解を求

めることは難しく，ヒューリスティックな解法が

用いられることが多い．そこで，本稿では，同様

の計算を複数回繰り返し，モジュラリティ Q の

平均値をもとに評価する．

　次に，抽出されたコミュニティの質を評価する

指標であるコンダクタンス Φ(G) を算出する（図



図 6　抽出された不燃化対象建物の組（町屋 4 丁目）

図 8　焼損被害が大幅に縮小するケース（町屋 4 丁目）

図 7　不燃化による延焼防止効果検証
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図 5　延焼シミュレーションの概要（廣川・大佛，2017）
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を A で表し，建物群 gi に属する建物 r と建
物群 gj に属する建物 s がネットワークで繋
がっている場合には，A の成分である Ars
を 1，繋がっていない場合 0 で表現する。
この時，モジュラリティ Q は次式から計算
される．

ただし，

総建物数が N，総リンク数が M の延焼ネッ
トワークについて考える。分割された建物
群のモジュラリティが大きい値を示すと
き，建物群内の延焼ネットワーク密度が高
いことを示している．

( ) min ( )
g V

G gφ ϕ
⊂

=

2
( )

min( ( ), ( ))

rs

r g r g

A
M

g
a g a g

ϕ ∈ ∈=
∑∑

( ) rs
r g r V

a g A
∈ ∈

=∑∑

ただし，

 
= 3/25
= 0.12

( )Gφ

全建物 V より構成される延焼ネットワーク
G を建物群 g とそれ以外の建物群 gに分割
する場合のコンダクタンスφ(G) は次式か
ら計算される．

( )Gφ

コンダクタンスφ(G) は，抽出される小さ
い方の建物群の建物数が多いほど，また
不燃化により分断しなければならないリ
ンクの数が少ないほど小さい値を示す．

( )Gφ

(b) コンダクタンスφ(G) の算出方法( )Gφ

耐火造 準耐火造 防火造 木造

74 534 679 20
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510
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※図内の数字は建物棟数を示している

3(b)）．これは，分割後における小さい方の建物

群の建物数が多いほど，また，分割のために切断

しなければならないリンク数が少ないほど小さい

値を示す統計量である．すなわち，コンダクタン

スの値が小さい建物を不燃化対象建物の候補とし

て選出する．最後に，同時に不燃化する建物数は

少ない方が優れた分割であると考え，延焼ネット

ワークを分割するために同時に不燃化する必要の

ある建物数が小さいものを優先的に選出する．本

稿では，同時に不燃化する建物数が 4 棟以下とな

る不燃化対象建物の組の中から，コンダクタンス

の視点から評価の高い 10 組を選出した．

５.　木造住宅密集地域における提案手法の適用

5.1. シミュレーションの実行条件

　本章では，4 章で提案した手法の有効性を検証

する．具体的には，まず，東京都より不燃化特区

に指定されている 3 地域（荒川区町屋 4 丁目，世

田谷区太子堂 5 丁目，世田谷区若林 2 丁目）を分

析対象地域に設定し（図 4），各地域において不

燃化対象建物を抽出する（5.2 節）．その上で，抽

出した建物の不燃化を図ることによる焼損被害

の低減効果を延焼シミュレーション（図 5）を用

いて評価する（5.3 節）．本稿では，建物ごとの出

火確率は考慮せず，各建物 1 棟から出火した場合

の延焼被害を 1 ケースとし，分析対象地域全棟に

ついて延焼シミュレーションを実行する．なお，

シミュレーションの実行条件は，図 1(c) ①～⑦

と同様とする．また，建物の不燃化は，建物構造

を耐火造へ変更することで図られると想定する．

5.2. 木造住宅密集地域での不燃化対象建物の抽出

　町屋 4 丁目における不燃化対象建物の抽出結

果を表 1 に示してある . ここでは，コンダクタン

スの値（100 回の平均値）が小さい上位 10 組を

示してある．コンダクタンスが最小の建物（図
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コンダクタンスに基づく優先順位

同時に不燃化する必要がある
建物数（棟）

不燃化後の延焼棟数の平均減
少数（棟）

不燃化対象建物 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 1 1 1 1 1 2 1 1 3

19.7 15.7 11.7 4.0 9.5 1.0 8.7 5.9 3.7
不燃化後に延焼棟数が減少す
るケースの割合（%） 38.8 38.8 38.8 5.9 7.038.8 7.0 7.038.8 38.8

1.5

コンダクタンスに基づく優先順位

同時に不燃化する必要がある
建物数（棟）

不燃化後の延焼棟数の平均減
少数（棟）

不燃化対象建物 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 1 1 2 1 4 1 3 2 2

43.2 30.6 50.7 24.7 85.5 31.9 15.5
不燃化後に延焼棟数が減少す
るケースの割合（%） 65.9 65.9 65.9 65.9 68.8

104.2 21.2 62.1

65.9 65.9 65.9 65.9 65.9

50
メートル

250

不燃化対象建物抽出結果（優先順位

N不燃化対象建物
建物ポリゴン

50
メートル

250

優先順位 建物数 建物ID コンダクタンス コミュニティの建物数

① 1 40198 0.00265252 77

② 1 40297 0.00662252 31

③ 1 41266 0.01052632 22

④ 2 40771 0.01428571 36

④ 2 40684 0.01428571 36

⑤ 1 40644 0.01449275 33

⑥ 4 41298 0.01459854 63

⑥ 4 40883 0.01459854 63

⑥ 4 40794 0.01459854 63

⑥ 4 40884 0.01459854 63

⑦ 1 41225 0.01639344 18

⑧ 3 41164 0.01657459 45

⑧ 3 41104 0.01657459 45

⑧ 3 41181 0.01657459 45

⑨ 2 40588 0.02127660 23

⑨ 2 40584 0.02127660 23

⑩ 2 41180 0.02702703 21

⑩ 2 41188 0.02702703 21

図 5　延焼シミュレーションの概要（廣川・大佛，2017）

図 3　不燃化建物抽出方法

表 1　抽出された不燃化対象建物（町屋 4 丁目）

図 4　分析対象地域の概要

延焼範囲，焼損建物数の推定

延焼シミュレーション

延焼ネットワークの構成（図 1(a)）

出火建物から周辺建物への

最短着火時間および経路を推定

建物出火モデル

建物ポリゴンデータ 建物属性データ

・階数　・面積　・建物用途

・建物構造（耐火造，準耐火造，防火造，木造）

出火建物を決定

����使用建物データの概要

東京都土地利用現況図
（H28）

対象地域 調査頻度 含まれる建物属性

東京都 23 区 5 年に 1 回 階数，面積，建物用途，
建物構造，建替の有無等

使用建物データ

����分析対象地域の建物構造分布

(a) モジュラリティ Q の算出方法
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a e=∑

建物のネットワークの接続状況を表す行列
を A で表し，建物群 gi に属する建物 r と建
物群 gj に属する建物 s がネットワークで繋
がっている場合には，A の成分である Ars
を 1，繋がっていない場合 0 で表現する。
この時，モジュラリティ Q は次式から計算
される．

ただし，

総建物数が N，総リンク数が M の延焼ネッ
トワークについて考える。分割された建物
群のモジュラリティが大きい値を示すと
き，建物群内の延焼ネットワーク密度が高
いことを示している．
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ただし，

 
= 3/25
= 0.12

( )Gφ

全建物 V より構成される延焼ネットワーク
G を建物群 g とそれ以外の建物群 gに分割
する場合のコンダクタンスφ(G) は次式か
ら計算される．

( )Gφ

コンダクタンスφ(G) は，抽出される小さ
い方の建物群の建物数が多いほど，また
不燃化により分断しなければならないリ
ンクの数が少ないほど小さい値を示す．

( )Gφ

(b) コンダクタンスφ(G) の算出方法( )Gφ

耐火造 準耐火造 防火造 木造

74 534 679 20

299 481 54

97 225 55

町屋4丁目

太子堂5丁目

若林2丁目
510

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
（%）

140
計1,307棟

計974棟

計887棟

※図内の数字は建物棟数を示している

6(a)）を不燃化すれば，77 棟の建物群を，優先順

位⑥の 4 棟（図 6(b)）を同時に不燃化すれば，63

棟の建物群を大きな延焼クラスターから分離可能

であることがわかる．

5.3. 不燃化対象建物による焼損被害低減効果

　各地域における不燃化対象建物による焼損被害

低減効果を図 7 に示してある．例えば，町屋 4 丁

目では，コンダクタンスに基づく優先順位が最も

高い建物 1 棟を不燃化することで，延焼棟数が平

均 104.2 棟減少し（図 7(a)），焼損建物数が 1,000

棟から 86 棟まで減少するケースも確認できる（図

8）．このような効果的な焼損被害の低減は，太子

堂 5 丁目や若林 2 丁目においても確認された．コ

ンダクタンスに基づく優先順位が最も高い建物の

組を不燃化することにより，太子堂 5 丁目では，

延焼棟数が平均 35.9 棟（図 7(b)），若林 2 丁目では，

19.7 棟減少した（図 7(c)）．

６.  まとめ

本稿では，モジュラリティ最適化手法とコン

ダクタンスを用いて，火災の延焼経路にあたる

延焼ネットワークを合理的に分断する方法を構

築した．また，この手法を木造住宅密集地域に

適用し，その有用性を確認した．この手法によ

れば，少数の建物を不燃化することで延焼ク

ラスターを分割し，効率的な焼損被害の低減

が可能である．今後は，風向・風速や想定地

震などの条件の違いが，提案手法を用いた不

燃化対象建物の抽出および焼損被害低減効果

に及ぼす影響について，さらなる検証を行う．
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